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会計情報システムと
境界があいまいな複雑適応系
荒 井 義 則
1eは じ め に
1)2}
前稿 では,会 計情報 システムを多主体複雑系 の観点か ら考察 し,そ の特
性 を考えた。多主体複雑系においては,環境 とシステムの二項対立 を放棄 し,
環境 とシステムの一体性 と融合性 を強調 し,環境 は 「主観的内部モデル」 と
して意思決定主体の中に存在するとしている。この ような考 え方は会計情報
システムにもあてはま り,環境 とシステムの一体性 と融合性及 び主観的内部
1)
モデルは会計情報 システムの中に も存在 した。
本稿 においては,こ の考 え方 を押 し進め,会 計情報 シス テムをファジィ
3-4)
集合 ととらえて,い ままで環境 と考 えられていたもの をシステム内に取 り
込み,会 計情報 システムを構築 していこうとい う試み を展開する。
ら　 　ラ
さらに,本 論集 に投稿 した一連の論文 において考察 した会計情報 システ
10)
ムと複雑系,複 雑適応系の関係,す なわち会計情報 システムは複雑系 であ
I1)
り,マ レ ー ・ゲ ル マ ン の 複 雑 適 応 系 で あ り,ま た,ジ ョ ン ・ホ ラ ン ドの 複
12-ユ4}
雑適応系 で もあるという考え方にファジィ集合的な要素を加えて,「境界が




(1)会計 システムの特性 ・構造 ・機能
1)
前稿 では会計 情報 シス テムが備 えてお くべ き特性 と して以 下 の8項 目 を
考 えた。
1.コ ン ピュー タを中心 とす る情報 通信 技術 をも とに した情報 ネ ッ トワー
クであ るこ と。
2.意 思 決定 を支援 す るシステム を含み,意 思 決定者 ない し意思決定 グル
ー プに有用 であ るこ と。
3.意 思決定者 ない し意思決定 グループのデー タに対応 す るフ ィー ドバ ッ
ク機構 を持 つ こ と。
4.意 思決定者 ない し意思決定 グループ も重 要 な要素の1つ であ る こと。
5.シ ステムの運用,保 守 お よび改 良 をす るシステム要員や会計,経 理部
員 も重 要な要素 の1つ であ るこ と。
6.ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアの新 しい技 術 や会計情 報 システム論 お よ
び会計学,情 報理論,行 動科学 な どの関連諸科学 の新 しい成 果 を取 り
入 れ るこ とが可 能 なオー プ ンシステ ムであ る こと。
7.ハ ー ドウエ ア,ソ フ トウエ ア,人 的資源が有機 的 に結 びつ け られてい
る こ と。
8.企 業経 営 に有用 であ る こと。
1)
また,前 稿 では,対 象 とする会計情報 システム を業務統合型会計情報 シ
15}
ステム とし,会 計情報 システムは統合化 された経営情報 システムのサブシ
i5)















の6項 目であるとした。 さらに,会 計情報 システムは業務統合型経営情報 シ
ステムのサブシステムとして,す べての業務サブシステムに予算 とい う形で
2,16?
ア コモ デー シ ョン的 なかかわ りを持 ち,一 方,会 計取 引 とい う面で は非 ア
コモデー シ ョン的 なかか わ りを持 ちなが ら,取 引 デー タベ ース とは別 の意味
で業務統 合型情報 シス テムをひ とつ にま とめ る役割 をは た して いる と した。
1)
以上が前稿 で考察 した会計情報 システムの概要であるが,会 計情報 シス
テムが統合化 された経営情報 システムのサブシステム となってお り,他 の業
務 システムと並列 な関係であることがわかる。本稿 においても,業 務統合型
情報 システムを考察の対象 とし,統 合化 された経営情報 システムを扱 うが,
1)
会計情報 システムの位置づけは前稿 とは異なるもの となる。
(2)会計情報システムの範囲
会計情報 システムの範囲は人により異なる。仕訳帳,勘 定元帳,財 務諸表
などを処理するシステムを会計情報 システムとす る場合 もある し,ま た,前
1}
稿 の ように,会 計1青報 システ ム を統 合化 され た経営 情報 システ ムの ひ とっ
のサ ブシス テム とす る立場 もあ る。 これ に対 して,文 献17)で は販売管理 シ
ス テム,物 流 ・在 庫管理 シス テム,購 買管 理 システ ム,生 産管理 システ ム,
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人事 ・給与システムなど取引情報や残高情報 を処理 または管理するシステム
はすべ て会計情報 システムの範囲に含めることが可能だ と主張 している。そ
の理由 としては次のような点 をあげている。例 えば販売 に関する売上情報や
商品の出荷情報 は,売 上の仕訳 を行 うための源泉 となる取引情報である。 ま
た,商 品の在庫数量は,棚 卸資産に関す る科 目を支援す るための残高情報で
ある。ERPパ ッケージなどの統合化 された会計情報 システムでは,取 引発
生 の時点か らどの ように仕訳 を発生 させ るべ きか を検討 してお く必要があ
り,仕 訳 の源泉 となる取引か ら会計情報 システムとして把握 しなければな
17)
らない。
また,沖 山は,「会計情報 システムを中心 に考えると,企 業の基幹業務や
事務処理のためのシステムは,す べてが会計情報 システムのサブシステムに
18)
なるとい うことになる。」 と述べ,そ の理由として企業活動の貨幣単位 によ
り測定で きる全取引は,最 終的に財務会計情報 として集約 され,決 算書 とい
う形で経営者や企業の利害関係者に報告 されるとい う点 をあげている。ただ
し,「個別業務 システムは,会 計情報 システムにデータを受け渡す単 なるサ
ブシステムにとどまらず,会 計情報で必要 とするデータの範囲を越えてより
広範なデータの管理 を行 い,個 別業務の最適化 を図るとともに,意 思決定 を
ユ8)
支援する方向で展開 している。」 と述べているように,各 業務 システムを単
純に会計情報 システムのサブシステムと考 えているわけではな く,会計情報
システムに関連する機能 と各業務 システムに固有の機能 をともに有 している
と考 えている。
19)
(3)フ ァジ ィ集合 と しての会計情 報 システム
前項(2)で 考案 した ように,会 計情報 システムの範 囲 は,業 務統合 型会
計 情報 システ ムに限 って も,統 合化 された経 営情報 シス テムの ひ とつのサ ブ
システム とい う見方か ら各業 務 システム は会計 情報 システ ムのサ ブ シス テム
になる とい う見 方 まで あ り,さ ま ざまであ る。
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1)
前稿 で は会計情 報 シス テ ム を統 合化 され た経営 情報 シス テムのサ ブシス
テ ム と見 な したが,会 計情報 シス テムは他 のすべ ての業務 シス テム と関連 を
持 つの で,単 にサ ブ システム と見 るだけで は不 十分 に思 われ る。 また,他 の
業務 システム も会計情報 シス テムに関連 を持 つ部分 と もた ない部分が あるの
で,す べ ての業務 システム を会計情報 シス テムのサ ブ シス テム と見 な し,統
合 された経営情 報 システム 自体 を会計情 報 シス テム と見 なす とい うの も受 け
入 れが たい。
ここでは,会 計情報 シス テム をフ ァジ ィ集合 と考 えて会計情報 システムの
範 囲 を考 察す る。 ファジ ィ集合 は メ ンバー シ ップ関数 で表 されるので,各 業
務 シス テム にメ ンバ ーシ ップ関数 を与 え,全 体集合 を統合化 された経営情 報
システ ム とすれ ば会計情 報 システムが定 まる。 い ま,経 営情 報 システム内 に
S,r1=1,2,3,.,n)
で表 され るn個 のサ ブ シス テムがあ り,そ の各 々 につ い て,会 計情 報 シス
テムの観 点か ら定 め たメ ンバ ー シ ップ関数
1i(1=1,2,3,…,n)





この ように して定 めた会計情報 システム を以下で は 「境界 があ い まいな狭
義 の会計 情報 システ ム」 と呼 ぶ こ とにす る。
(4)メ ンバ ー ・シ ップ関数
メ ンバ ー ・シ ップ関数 をどの よ うに定 め るか は難 しい問題 であ るが,こ こ
で は次 の ように考 える。
各業務 システ ムが会計情報 シス テム とかかわ りをもつ の は仕訳 の源泉 とな
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る取引が中心であるので,取 引数に着 目して以下の ように定める。
直近の会計期間N期(Nは 各経営情報 システムが定めるべ き非負の整数)
を考え,各 業務 システムSIの仕訳の源泉 となる取引数のN期 にわたる平均
をf瓦とするとき,5fのメンバーシップ関数 再を
弓





この よ うに定 め る とメ ンバ ー シ ップ関数 蛎は一会計 期 間で は定数 とな る
が,時 間 に依存す る メ ンバ ー シ ップ関数 を定義す るこ とも可 能であ る。
あ る会計期 間の始 ま りを時刻 亡=0と し,こ の会計期 間の任意 の時 刻 亡に
対 して,亡=0か ら時刻 亡まで のS、の取 引数 をm、 とす る とき,メ ンバ ー シ ッ
プ関数fを
隈




で あ る 。 こ の よ う に 定 め た メ ンバ ー シ ッ プ 関 数 は 時 間 亡に依 存 し た 関 数 と な
る 。
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(5)環境情報サブシステム
(6)原価計算サブシステム
の6つ のサ ブシステムからな り,統合化 された経営情報 システムのひとつの
サブシステム となる会計情報 システムは,本 稿で定義 した 「境界があいまい
な狭義の会計情報システム」のサブシステムであ り,そ のメンバーシップ関




す る要員あるいは意思決定者 に委ね られることになる。
3.環 境 とシステムとの融合
1)






すえる顧客価値経営 を生み出 した。「顧客価値」 とは 「それぞれの顧客が企
業か ら提供 された商品に対 して 自らの基準 に したが って評価 した価値であ
り,他 方,企 業 と顧客が協創 して創造 した価値である」 ということがで き
2d}
る。
顧 客 お よ び営 業 に対 して,「 営 業 支 援 シ ス テ ムSFA(SalesForce
Automation,以下SFAと 略 す)」 と 「顧 客 維 持 管 理 シ ス テ ムCRM
(CustomerRelationshipManagement,以下CRMと 略す)」 を導入す る企業
が増加 している。







④ ナ レッジマネジメン ト機能
SFAは単 に営業部 門を効率化するだけでな く,営 業部門の体質を変革する
ものである。
CRMは,顧 客情報を分析 し,顧 客ひとりひとりにもっと効果的なプロモ
ーシ ョン活動 を実施することによ り,顧 客から得 る収益の最大化をね らう企
Zz)
業活動 である。CRMの 本質 は ワン ・トゥ ・ワ ン ・マー ケテ ィングであるが,
CRMを 実現す るため には




の3つ の情報 シス テムが必 要 であ る とされる。 と くにイ ンター ネ ッ トを活用
24)
したCRMを 「e--CRM」とい うが,イ ン タ 一ーネ ッ トはCRMに と って は必 須
の もの とな りつつ あ る。
顧 客価値 経営,SFA,CRMは 外部 の環境 と して存在 して きた顧 客 を経営
戦略 の 中核 にす える もので あ り,外 部環境 との融合化 であ る。 これか らの企
業 は生産者本位の経営 か ら顧 客本位 の経営 に転換 す る必要 があ る。
(2)株 主
株主は,本 来は会社の所有者であ り,株 主全体からの委託を受けて取締役
が会社の経営 を行 うのであるか ら,企 業 とは密接な関係 を持 っているのであ
るが,今 までの企業の経営 は株主不在の経営であった。 しか しなが ら,日 本
の企業経営 は大 きな転換点 にさしかかってお り,そ の一つの方向性 として打
25,26)
ち出 された ものが株 主重視 の経営,す なわ ち 「株 主価値 経営 」 であ る 。 と
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くに2000年3月か ら始 まった会計基準の国際標準化(時 価会計の導入,連 結
決算の重視,キ ャッシュフロー計算書の導入など)に よりこの傾 向はいっそ
う加速 された。このため,デ ィスカウンテ ッ ド ・キ ャッシュフローDCF,
フリーキャッシュフローFCF,経 済付加価値EVA,株 主付加価値SVAな
どの経営指標が導入 された。
株主不在の経営か ら株主重視の経営は今 まで外部環境 として存在 していた
株主 を経営戦略の中心にす えるものであ り,外 部環境 としての株主 との融合
化である。
(3)自 然 環 境
地球の温暖化現象,オ ゾン層の破壊,酸 性雨,廃 棄物の増加(ゴ ミ問題),
砂漠化の進行,海 洋 ・河川の汚染 とい った環境問題の深刻化 は企業 に,「地
球 にや さしい経営」,「環境 にや さしい経営」 をせま り,ま た,環 境会計,環
27,28}
境経営 を導入す る企業 も多 くなりつつある 。
環境庁は2000年5月に,環 境会計導入の指標 として,環 境庁ガイ ドライン




また,企 業評価 において,財 務面 と同様 に環境面 も重視する とい う傾向が
拡大 しつつある。 ダウ ・ジ ョー ンズは1999年9月に企業株価指数の評価基準
として持続可能性基準 を発表 した。1999年8月には,日 興証券が 日本で初め
30}
てエコファン ドを発表 した。
この ように,環境問題への取 り組みが企業評価の重要な指標 となってお り,
自然環境 を無視 した経営から自然環境 を重視する経営への転換 は,外 部環境
としての自然環境 を企業の経営戦略の中に取 り入れることであ り,自然環境
との融合化である。
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(4)社 会 責 任
企業は経済的な役割 を果たすだけでな く,社 会的な役割 を果たす ことも求
められている。社会的役割 とは安全 な商品やサービスの提供 をはじめ,従 業
員が働 きやすい環境の保証,情 報公開,不 正の回避,地 球環境や社会への貢
31}
献などであ り,社会責任 に直結する ものである。
ヨの
企業 の社 会責任 は大 きく分 ける と,次 の3つ の レベル に分類 で きる。
第1の レベ ルは,法 の順 守,企 業倫理,つ ま り,企 業活動が フェアであ る
べ し,と い う最低 限 のルールで ある。法律 を順守す る とともに,公 正かつ適
切 な経 営 を行 うため には,経 営 や商 品 に関す る情報公 開 を積極 的に行 うこ と
が前提 となる。
第2の レベ ルは,寄 付,社 会貢献 活動 であ る。従 業員 によるボラ ンテ ィア
支mメ セナ と呼 ばれ る特 に芸術 文化 に対す る支援 活動 な どが含 まれ る。
第3の レベ ルは,企 業 とス テー クホ ルダー との関係 にお いて,両 者 に共通
す る利益 や価値 観 を追求 し,と もに プラスの結果 を生 む とい う経営 戦略 を実
現 す る ことであ る。 この レベル を実施 してい る企業 は,社 会責任達成 レベ ル
の高 い,リ ー ダー的企業 といえ る。
社 会 責任度 の視 点 か ら企業 を評価 し,格 付 け を行 う機 関 の ひ とつ にCEP
(CouncilonEconomicPriorities,経済優先順位 研究所)が ある。CEPの 格
付 け にお けるイ ンパ ク トのひ とつ は,格 付 けの高い企業 の多 くが高 い収益 を
33)
上げているということである。すなわち,収 益 には直接つなが らないコス ト
と考えられて きた環境や社会への配慮が企業の評価 を上げ,結 果 として収益
の増加につながる可能性 を示 したことである。
企業の社会責任 も企業評価の重要な要素 となって きてお り,外部環境 とし





アウ トソーシングの本質は外部 の経営資源 を有効 に活用す ることである
が,こ れによ り社 内の経営資源 を自社独 自の競争力の源泉 となる中核業務
37}
(コア ・コン ピタンス)に 集 中す るこ とが で きる。
と くにITの 世界 は変化 が速 す ぎるので,「 すべ て を持つ」 経営 か らアウ
トソー シ ング して 「使 う」 経営 と移行 しつつ あ る。ITア ウ トソーシ ングに
38)
は大別 す る と次 の5種 類 があ る。
①企 画,設 計,開 発,シ ス テムイ ンテ グ レー シ ョン
シス テムそ の もの を構 築す る。
② シス テム運用
24時間365日シス テムが正常 に作動 す る ようにサポー トす る。
③ イ ンター ネ ッ トデ 一ータセ ン ター
Webサーバ ー とデ ー タベ ース を預 か り,回 線 との接続性 とセ キュ リテ ィ
の確 保 を集 中的 に行 うサ ー ビス。
④ アプ リケ._._ションサ ー ビス プロバ イ ダ
アプ リケー シ ョンそ の もの をネ ッ ト経 由で貸 し出す。必 要 な分 だけ使 用
して,使 用量 に応 じて代金 を支払 う。
⑤ ヘ ルプデス ク
コ ン ピュ ー タや アプ リケ ー シ ョンソ フ トウエ アの使 用法 をサ ポ ー トす
る。
重 要 な点 は,新 システ ムの開発,既 存 シス テムの機能 の追加 あ るい は修 正,
システムの一部 あるいは全 体 の運用 にあた り,外 部 サー ビス提 供者(ア ウ ト
ソーサ ー)は,も はや欠 くこ とので きない重 要 な経営資 源 となっている こ と
39)
である。
統合化 された経営情報 システムにおいて も外部のサービス提供業者が参画
する可能性はかな りたか く,外 部のサービス提供業者が重要な経営資源 とな




ERPと は,EnterpriseResourcePlanningの略 で,「企 業全体 の経営資 源
を有 効 かつ総合 的 に計 画 ・管理 し,経 営 の効率 化 を図 るため の手 法 ・概 念」
を意 味 してい る。 このERP概 念 を実現 す るための統合 的パ ッケ ージ ソフ ト
ウェアをERPパ ッケー ジ,あ るいは略 してERPと 称 し,統 合業務 パ ッケー
ジあ るいは基幹業 務 ソ フ トと訳 され ている。そ の名 の通 り,企 業 の基幹 とな
る 日常のすべ ての主要業務領域 をカバ ー してい る統合 アプ リケー シ ョンパ ッ
X21
ケ ージで ある。
ERPの 導入 は,情 報 システ ム部 門が 手が け てい たア プ リケ ー シ ョンシス
テムの 開発 ・保守 のア ウ トソー シングであ り,情 報 システム部 門の役 割 も変
化 す るこ とにな る。ERP導 入後 の情報 システ ム部 門は 「自社 の競 争優位 に
向 けて,情 報 や情 報 システ ム をベ ー ス と した経 営企 画部 門 であ り,BPRの
43)
推進部門である」 といえる。
ERPパ ッケージは統合化 された経営情報処理 システムであ り,経 営情報
44)
シ ス テ ム と一一体 化 して い る 。
45,46)
(7)Webサービス
Webサイ トにア クセ スす るの は 「人」 であ るが,Webサ ー ビスは 「コ ンピ
ュー タシステム」 が ア クセスす るアプ リケー シ ョンであ る。
4r)
Webサ0ビ ス には以下 の特徴 が ある。
① イ ンター ネ ッ トと世界標 準 を前提 と した構築。
② コンピュー タシステム同士の連携 による処理 の 自動 化。
③ 動 的 に接続 す る相手 を探 索 ・選択 。
④ 必 要 な時点で の相手 システムへ の接続 と処理
Webサー ビスは コ ンピュー タシステム どう しが 自動 的 に連携 す るのでsひ




EMSはElectronicsManufacturingServiceの略 で,製 造 部 門 の ア ウ トソ
ー シ ン グ の こ と で あ る 。
ア メ リ カ でEMSが 重 要 な 経 営 戦 略 の ひ と つ と な っ て い る の は,株 主 価 値
50)
最大化への圧力 とITを 駆使 したビジネスモデルの変革のためであるが,日
本 においても今後は進展する もの と思われる。
EMSは他企業の生産部門との融合化であると考 えられる。
4。会計情報 システム再考
前節で(1)～(8)ま での本来 は外部(環 境)に 存在するが,企 業の経営
戦略 に重要な役割 を果 たす概念 を考察 した。本節ではこれらをファジィ集合
を考 えることによって,企 業 の業務統合型経営情報 システムに取 り入れ,
「境界があいまいな広義の会計情報 システム」 を定義することにする。
たとえば,前 節(5)のITア ウ トソーシングにおいて,シ ステム運用の
ための要員をアウ トソーシングした とする。 この要員は,当 該企業 と外部サ
ービス提供業者(ア ウ トソーサー)の 契約に基づいて派遣 されるので,法 的
には確定 しているが,経 営 という機能面か らみれば,当 該企業 にも属 してい
る と考 えて もよい。ただ し,100%当該企業 に属する とも言いに くいので,
メンバーシップ関数 を割 りあてて帰属度 を示すほうが妥当であると考 えられ
る。契約前および契約終了時においてはメンバーシップ関数は当然0と なる。
前節の他の概念 も同様 に考 えられる。
したが って,企業の経営 に関連するものすべての集合 を全体集合 と考えて,
会計情報 システムの観点か ら前節に上げた(1)～(8)の 項 目及び経営 に関
連する項 目にメンバーシップ関数 を割 りあて,こ れによ り定義 されるファジ
ィ集合を 「境界のあい まいな広義の会計情報 システム」と考 える。すなわち,
「境界のあいまいな狭義の会計情報 システム」 に前項で考察 した(1)～(8)
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の項 目およびその他の経営に関連 した項目にメ ンバーシ ップ関数を割 りあて
たものを加 えたファジィ集合を「境界のあいまいな広義の会計情報 システム」
と定義するのである。直観的に言えば,業務統合型経営情報 システムに(1)





会計情報 システムが複雑適応系 となるこ とはすで に示 したが,本 稿で定
義 した 「境界があいまいな狭義あるいは広義の会計情報 システム」に複雑適
応系の概念 を適用 した らどうなるか考 える。
12-14)
ここで は,ジ ョン ・ホ ラ ン ドの複 雑適 応系 を考 察す る。 ジ ョン ・ホ ラ ン









があ る。(1)～(8)そ の もの ではエー ジェ ン トにはなれない もの もあるが,
人 と組み合 わせ るこ とでエ ー ジェ ン トとなれ る。 また,① ～⑦ が成 立す る こ
とは,文 献6),7)と 同様 に示せ る。 た だ,本 来 の ジ ョン ・ホ ラ ン ドの複
雑適 応系 と異 なるの は,す べ てのエ ー ジェ ン トにメ ンバ ーシ ップ関数が割 り
あて られ てお り,境 界 が明確 で ない点 であ る。 この ような複雑適応 系 を 「境
界の あい まい な複雑 適応系」 と呼ぶ こ とにすれ ば,「境 界 のあ い まい な狭義
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あるいは広義の情報会計 システム」は 「境界があいまいな複雑適応系」 にな
っていることがわかる。
6。 お わ り に
本稿ではファジィ集合 を用いて,会 計情報 システムお よび複雑適応系 を考
察 した。そ して,「境界があいまいな狭義あるいは広義の会計情報 システム」
が 「境界のあい まいな複雑適応系」 になることを示 した。今後の課題 として
は,「境界があい まいな広義の会計情報 システム」 のメンバーシ ップ関数 を
どう具体的 に決定するか,ま た,「境界のあいまいな複雑適応系」の適応度,
カオスの縁などは どの ように定義すればよいか とい うことがある。これ らは
今後の研究に委ねられている。
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